
（平成２６年２月１３日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認中国地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 8 件

厚生年金関係 8 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 6 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 4 件



                      

中国（広島）厚生年金 事案 3000 

 

第１ 委員会の結論 

 事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主

張する標準報酬月額であったと認められることから、申立人の申立期間に係

る標準報酬月額の記録を 22万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 48年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 平成 13年 10月１日から 15年 10月 31日まで 

  申立期間の給与額は 22 万円であったにもかかわらず、年金記録では標準

報酬月額が９万 8,000円とされているので、記録を訂正してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＡ社における申立期間の標準報酬月額は、オンライン記録による

と、当初、22 万円と記録されていたところ、同社が厚生年金保険の適用事業

所でなくなった平成 15年 10月 31日より後の同年 11月７日付けで、13年 10

月に遡って９万 8,000円に減額訂正処理されていることが確認できる。 

また、申立人から提出された給料支払明細表から、申立期間における給与

支給額及び厚生年金保険料控除額は、訂正前の標準報酬月額に見合う金額で

あったことが確認できる。  

さらに、Ａ社に係る商業登記簿謄本から、申立期間当時、申立人は同社の

取締役であったことが確認できるところ、同社に係る滞納処分票からは、滞

納保険料に関する社会保険事務所とのやりとりについて、事業主及びその妻

の対応は確認できるものの、申立人の関与は確認できない上、同社が社会保

険の届出事務を委託していたＢ社は、「当時、申立人は、Ｃ作業を行ってお

り、社会保険関係業務に携わっていなかった。」と回答していることから、

申立人は標準報酬月額の遡及訂正処理に関与していなかったと認められる。 

 これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、当該処理を遡及

して行う合理的な理由は無く、標準報酬月額に係る有効な記録訂正があった

とは認められないことから､申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主

が当初届け出た記録から、22万円に訂正することが必要と認められる。 

  



                      

中国（鳥取）厚生年金 事案 3001 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間①の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（後に、Ｂ社）における資

格取得日に係る記録を平成 12 年７月 21 日に訂正し、申立期間①の標準報酬

月額を 16万円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人の申立期間①に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

また、申立人は、申立期間②について、その主張する標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる

ことから、申立期間②の標準報酬月額に係る記録を、平成 12 年 12 月から 13

年２月までは 17 万円、同年３月は 18 万円、同年４月から同年７月までは 22

万円、同年８月は 24 万円、同年９月から 14年２月までは 22万円、同年３月

は 24万円、同年４月から同年 12月までは 26万円に訂正することが必要であ

る。 

 なお、事業主は、申立人の申立期間②に係る上記訂正後の標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除

く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

  

  

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 52年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： ① 平成 12年７月 21日から同年８月７日まで 

         ② 平成 12年 12月１日から 15年１月１日まで 

  申立期間①について、給与から厚生年金保険料が控除されているにもか

かわらず、厚生年金保険の加入記録が無いので、記録を訂正してほしい。 

また、申立期間②における標準報酬月額について、給与額や控除された

厚生年金保険料額に見合う標準報酬月額に訂正してほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人から提出された給料支払明細書及び申立人

の雇用保険の加入記録から、申立人は、申立期間①においてＡ社に勤務し

 

、

 



                      

申立期間①の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、平成 12 年８月分の給料支

払明細書に記載されている厚生年金保険料控除額（翌月控除方式）及び同

年８月の社会保険事務所（当時）の記録から、16 万円とすることが妥当で

ある。 

   なお、申立人の申立期間①に係る厚生年金保険料の事業主による納付義

務の履行については、当時の事業主は不明であるとしており、ほかに保険

料の納付を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明

らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

 ２ 申立期間②について、申立人は、標準報酬月額の相違について申し立て

ているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保

険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保

険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であ

ることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することと

なる。 

したがって、申立期間②の標準報酬月額については、申立人から提出され

た給料支払明細書により確認できる厚生年金保険料控除額及び報酬月額か

ら、平成 12年 12月から 13年２月までは 17 万円、同年３月は 18万円、同

年４月から同年７月までは 22 万円、同年８月は 24 万円、同年９月から 14

年２月までは 22万円、同年３月は 24万円、同年４月から同年 12月までは

26万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間②に係る厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月

額に基づく厚生年金保険料を除く。）の事業主による納付義務の履行につ

いては、当時の事業主は不明であるとしているが、上記の給料支払明細書

により確認できる保険料控除額又は報酬月額に見合う標準報酬月額と社会

保険事務所で記録されている標準報酬月額が長期間にわたり一致していな

いことから、事業主は、当該給料支払明細書により確認できる報酬月額又

は保険料控除額に見合う報酬月額を社会保険事務所に届け出ておらず、そ

の結果、社会保険事務所は、当該報酬月額に見合う保険料について納入の

告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していな

いと認められる。 

 

 

  



                      

中国（岡山）厚生年金 事案 3002 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められる

ことから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

  氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 14年生 

住    所 ：  

  

  

  

  

２ 申立内容の要旨 

  申 立  期 間 ： ① 昭和 29年４月２日から 30年１月 21日まで 

② 昭和 30年６月２日から 32年２月６日まで 

年金記録を確認したところ、申立期間①及び②について、脱退手当金を

受給した記録となっていたが、私は、脱退手当金を受給した記憶が無いの

で、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る脱退手当金は、申立期間②の厚生年金保険被保険者資格の

喪失日から２年８か月後の昭和 34 年 10 月８日に支給決定されたと記録され

ており、事業主が申立人の委任を受けて代理請求したとは考え難い。 

 また、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保

険者期間をその計算の基礎とするものであるところ、支給決定日直前に勤務

したＡ社に係る被保険者期間についてはその計算の基礎とされておらず、未

請求となっているが、申立人が支給決定日直前の被保険者期間に係る請求を

失念するとは考え難い。 

これらの理由及びその他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、

申立期間①及び②に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 

  

  



                      

中国（山口）厚生年金 事案 3003 

 

第１ 委員会の結論  

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金

保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」と

いう。）に基づき、申立人のＡ社における申立期間の標準賞与額に係る記録

を６万 4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 49年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 平成 19年 12月 15日 

申立期間に支給された賞与の記録が、年金額の計算の基礎とならない記

録とされているので、年金額の計算の基礎となる記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届、同僚の賞

与明細書及び賃金台帳並びに同社の経理担当者の供述から判断すると、申立

人は、申立期間について、同社から賞与を支給され、当該賞与に係る厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

また、特例法に基づき、標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録

の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められ

る厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定する

こととなる。 

したがって、申立期間の標準賞与額については、上記の賞与支払届等から

推認できる厚生年金保険料控除額から、６万 4,000 円とすることが妥当であ

る。 

  



                      

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、申

立期間の賞与支払届を年金事務所に提出していることから、社会保険事務所

（当時）は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について納

入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

  



                      

中国（山口）厚生年金 事案 3004 

 

第１ 委員会の結論  

申立人の申立期間④、⑤、⑥、⑦及び⑧に係る標準賞与額については、厚

生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与

額とならない記録（以下「75 条該当記録」という。）とされているが、申立

人は、当該期間の厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたこ

とが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及

び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、

申立人のＡ社における当該期間の標準賞与額に係る記録を、平成 17 年 12 月

24日は９万 6,000円、18年８月 12日は 11万 5,000円、同年 12月 16日は４

万 4,000 円、19 年８月 11 日は９万 3,000 円、同年 12 月 15 日は 13 万 6,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： ① 平成 16年８月 

           ② 平成 16年 12月 

           ③ 平成 17年８月 

           ④ 平成 17年 12月 24日 

           ⑤ 平成 18年８月 12日 

           ⑥ 平成 18年 12月 16日 

           ⑦ 平成 19年８月 11日 

           ⑧ 平成 19年 12月 15日 

  申立期間①、②及び③については、賞与が支給され厚生年金保険料を控

除されていたと思うが、厚生年金保険の記録が無いので、記録を訂正して

ほしい。また、申立期間④、⑤、⑥、⑦及び⑧については、支給された賞

与の記録が 75条該当記録とされているので、記録を訂正してほしい。 

  

  

  

  

  

  

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間④、⑤、⑥、⑦及び⑧について、Ａ社から提出された健康保険

厚生年金保険被保険者賞与支払届、同僚の賞与明細書及び賃金台帳並びに

  



                      

同社の経理担当者の供述から判断すると、申立人は、当該期間について、

同社から賞与を支給され、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められる。 

また、特例法に基づき、標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記

録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認め

られる厚生年金保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与

額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を

認定することとなる。 

したがって、当該期間における標準賞与額については、上記の賞与支払

届等から推認できる厚生年金保険料控除額から、平成 17年 12月 24日は９

万 6,000 円、18 年８月 12 日は 11 万 5,000 円、同年 12 月 16 日は４万

4,000 円、19 年８月 11 日は９万 3,000 円、同年 12 月 15 日は 13 万 6,000

円とすることが妥当である。 

なお、申立人の当該期間の賞与に係る厚生年金保険料の事業主による納

付義務の履行については、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効に

より消滅した後に、当該期間の賞与支払届を年金事務所に提出しているこ

とから、社会保険事務所（当時）は、申立人の当該期間に係る標準賞与額

に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 

２ 申立期間①、②及び③について、Ａ社は、「当時の賃金台帳等の資料は

残っておらず、賞与の支給状況は不明である。」と回答している上、申立

人も、賞与明細書等の資料を所持していないことから、申立人の当該期間

における賞与及び当該賞与に係る厚生年金保険料控除の状況について確認

することができない。 

また、オンライン記録により、当該期間のうち申立期間③について、75

条該当記録である賞与の記録が確認できる複数の同僚がいる一方で、申立

人には同記録が無いことが確認できる上、Ａ社の経理担当者は、「賞与支

払届の提出漏れが判明したため、賞与からの保険料控除の有無を確認した

上で、届出を行った。」と供述していることも踏まえると、申立人の申立

期間③に係る賞与は支給されていなかった、あるいは賞与から厚生年金保

険料を控除されていなかった可能性がうかがえる。 

このほか、申立人が当該期間の賞与に係る厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見

当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が当該期間の賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたと認めることはできない。 

  



                      

中国（岡山）厚生年金 事案 3005 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店にお

ける資格喪失日に係る記録を平成４年 11 月１日に訂正し、申立期間の標準報

酬月額を 34万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 29年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 平成４年 10月 31日から同年 11月１日まで 

私は、昭和 52 年３月にＡ社に入社してから現在に至るまで継続して勤

務しているにもかかわらず、申立期間の厚生年金保険の記録が無いので、

記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の雇用保険の加入記録、Ｂ社から提出された人事資料及びＤ健康保

険組合の回答から判断すると、申立人は、申立期間においてＡ社に継続して

勤務し（平成４年 11 月１日に同社Ｃ支店から同社Ｅ支店に異動）、申立期

間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

る。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における

平成４年９月の社会保険事務所（当時）の記録から、34 万円とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は不明としているが、事業主が資格喪失日を平成４年 11 月１

日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年 10 月 31 日と誤

って記録することは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日として届

け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年 10 月の保険料につい

て納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、

  



                      

その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を

含む。）、事業主は、申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 

  



                      

中国（広島）厚生年金 事案 3008 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の喪失日は、昭和 63 年９

月 27 日であると認められることから、申立期間の資格喪失日に係る記録を訂

正することが必要である。 

なお、昭和 63 年６月から同年８月までの標準報酬月額については、９万

2,000円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 21年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 63年６月１日から平成元年５月１日まで 

私は、昭和 61 年６月から平成 13 年５月まで継続してＡ社に勤務してい

たが、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無いので納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ オンライン記録により、申立人は、昭和 63 年９月 27 日付けで、同年６

月１日に遡って厚生年金保険被保険者資格を喪失していることが確認でき

る。 

しかしながら、雇用保険の被保険者記録により、申立人は、申立期間に

おいてＡ社に継続して勤務していたことが確認できる。 

また、当初のオンライン記録によると、Ａ社は、申立期間当時において、

昭和 63 年６月１日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっているところ、

申立人を含む同社における厚生年金保険被保険者 13 人全員が同日に資格を

喪失しており、当該被保険者資格の喪失処理が同年９月 27 日に行われてい

ることが確認できる上、そのうち３人については、同日に同年 10 月１日の

定時決定の処理及び当該定時決定の記録の取消の処理が行われていること

が確認できる。 

さらに、昭和 63 年６月１日に資格喪失している上記の同僚のうち、「昭

和 63 年９月 20 日にＡ社を退職した。」と供述している者については、雇

用保険被保険者記録の離職日が同日となっていることが確認できることか

ら、当該同僚がＡ社を退職した後に、遡って厚生年金保険被保険者資格の

  



                      

喪失処理が行われていることが確認できるとともに、当該同僚が所持する

確定申告書の控えにより、同年６月から同年８月までに係る厚生年金保険

料が事業主により給与から控除されていることが推認できる。 

加えて、Ａ社は、上述のとおり、昭和 63 年６月１日に厚生年金保険の適

用事業所でなくなっているが、同日に資格を喪失している申立人を除く同

僚 12 人の雇用保険の被保険者記録を見ると、このうち５人が同社において

申立期間も継続して被保険者となっており、申立期間において同社には少

なくとも申立人を含めて６人以上の従業員が勤務していたことが確認でき

ることから、同社は、申立期間において、当時の厚生年金保険法に定める

適用事業所の要件を満たしていたことが認められる。 

このほか、上記同僚のうち、複数の同僚が、申立期間当時においてＡ社

は経営状態が悪かった旨を回答していることから、同社が厚生年金保険料

を滞納していた可能性もうかがえる。 

これらを総合的に判断すると、申立人について、昭和 63 年６月１日に資

格喪失した旨の処理を行う合理的な理由は無く、当該喪失処理に係る記録

は有効なものとは認められないことから、申立人の資格喪失日は、当該資

格喪失処理が行われた同年９月 27日に訂正することが必要である。 

また、申立期間のうち昭和 63 年６月から同年８月までの標準報酬月額に

ついては、申立人のＡ社における同年５月の社会保険事務所（当時）の記

録から、９万 2,000円とすることが妥当である。 

２ 申立期間のうち昭和 63 年９月 27 日から平成元年５月１日までの期間に

ついて、上述のとおり、雇用保険の被保険者記録により、申立人がＡ社に

継続して勤務していたことが確認できる。 

しかしながら、Ａ社は、上述のとおり、昭和 63 年６月１日に厚生年金保

険の適用事業所でなくなっている上、当時の事業主は不詳であり、当該期

間における同社の従業員に係る厚生年金保険加入の有無及び厚生年金保険

料控除について確認することができない。 

また、申立人の国民年金被保険者記録をみると、昭和 63 年 10 月から平

成元年４月までの保険料を納付している上、申立人は、「当時、私は病気

がちで、健康保険証が必要だったが、社会保険に加入していなかったので、

国民健康保険に加入し、合わせて国民年金にも加入した。」と供述してい

る。 

このほか、申立人は、当該期間の厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、

ほかに保険料を控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情

も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間のうち昭和 63 年９月 27

  



                      

日から平成元年５月１日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたと認めることはできない。 

  



                      

中国（広島）厚生年金 事案 3009 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の喪失日は、昭和 63 年９

月 27 日であると認められることから、申立期間の資格喪失日に係る記録を訂

正することが必要である。 

なお、昭和 63 年６月から同年８月までの標準報酬月額については、16 万

円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 34 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 63年６月１日から平成元年５月１日まで 

私は、申立期間の前後を含め継続してＡ社に勤務していたが、申立期間

の厚生年金保険の加入記録が無いので納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ オンライン記録により、申立人は、昭和 63 年９月 27 日付けで、同年６

月１日に遡って厚生年金保険被保険者資格を喪失していることが確認でき

る。 

しかしながら、雇用保険の被保険者記録により、申立人は、申立期間に

おいてＡ社に継続して勤務していたことが確認できる。 

また、当初のオンライン記録によると、Ａ社は、申立期間当時において、

昭和 63 年６月１日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっているところ、

申立人を含む同社における厚生年金保険被保険者 13 人全員が同日に資格を

喪失しており、当該被保険者資格の喪失処理が同年９月 27 日に行われてい

ることが確認できる上、そのうち申立人を含む３人については、同日に同

年 10 月１日の定時決定の処理及び当該定時決定の記録の取消の処理が行わ

れていることが確認できる。 

さらに、昭和 63 年６月１日に資格喪失している上記の同僚のうち、「昭

和 63 年９月 20 日にＡ社を退職した。」と供述している者については、雇

用保険被保険者記録の離職日が同日となっていることが確認できることか

ら、当該同僚がＡ社を退職した後に、遡って厚生年金保険被保険者資格の

  



                      

喪失処理が行われていることが確認できるとともに、当該同僚が所持する

確定申告書の控えにより、同年６月から同年８月までに係る厚生年金保険

料が事業主により給与から控除されていることが推認できる。 

加えて、Ａ社は、上述のとおり、昭和 63 年６月１日に厚生年金保険の適

用事業所でなくなっているが、同日に資格を喪失している申立人を除く同

僚 12 人の雇用保険の被保険者記録を見ると、このうち５人が同社において

申立期間も継続して被保険者となっており、申立期間において同社には少

なくとも申立人を含めて６人以上の従業員が勤務していたことが確認でき

ることから、同社は、申立期間において、当時の厚生年金保険法に定める

適用事業所の要件を満たしていたことが認められる。 

このほか、上記同僚のうち、複数の同僚が、申立期間当時においてＡ社

は経営状態が悪かった旨を回答していることから、同社が厚生年金保険料

を滞納していた可能性もうかがえる。 

これらを総合的に判断すると、申立人について、昭和 63 年６月１日に資

格喪失した旨の処理を行う合理的な理由は無く、当該喪失処理に係る記録

は有効なものとは認められないことから、申立人の資格喪失日は、当該資

格喪失処理が行われた同年９月 27日に訂正することが必要である。 

また、申立期間のうち昭和 63 年６月から同年８月までの標準報酬月額に

ついては、申立人のＡ社における同年５月の社会保険事務所（当時）の記

録から、16万円とすることが妥当である。 

２ 申立期間のうち昭和 63 年９月 27 日から平成元年５月１日までの期間に

ついて、上述のとおり、雇用保険の被保険者記録により、申立人がＡ社に

継続して勤務していたことが確認できる。 

しかしながら、Ａ社は、上述のとおり、昭和 63 年６月１日に厚生年金保

険の適用事業所でなくなっている上、当時の事業主は不詳であり、当該期

間における同社の従業員に係る厚生年金保険加入の有無及び厚生年金保険

料控除について確認することができない。 

また、申立期間にＡ社における雇用保険の被保険者記録が確認できる複

数の同僚のうち一人は、申立期間において国民年金に加入し、昭和 63 年

10 月から平成元年４月までの保険料を納付している上、当該同僚は、「当

時、私は病気がちで、健康保険証が必要だったが、社会保険に加入してい

なかったので、国民健康保険に加入し、合わせて国民年金にも加入し

た。」と供述している。 

このほか、申立人は、当該期間の厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、

ほかに保険料を控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情

も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

  



                      

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間のうち昭和 63 年９月 27

日から平成元年５月１日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 

  



中国（山口）国民年金 事案 1490 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成５年７月から７年３月までの期間及び８年３月の国民年金保

険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 48年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成５年７月から７年３月まで 

         ② 平成８年３月 

私は、平成９年９月に、Ａ市から実家のあるＢ町（現在は、Ｃ町）に転

居したが、私の母親がＢ町役場で私の転入手続及び国民年金の住所変更手

続を行った際に、Ａ市に住所があった頃の国民年金保険料に未納があるの

で納付するように言われたため、同役場の窓口で未納分を納付したにもか

かわらず、申立期間が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人がＢ町に転入し、申立人の母親が申立人の国民年金に係る住所変更

手続等を行ったとする平成９年９月の時点において、申立期間①の国民年金

保険料は、既に保険料の納付に係る２年の時効が経過しており、納付するこ

とができない。 

また、申立人は、申立人の母親が申立期間の国民年金保険料をＢ町役場の

窓口で納付したとしているが、申立期間②の保険料は、申立人がＢ町に転入

した平成９年９月時点では、過年度保険料となるところ、Ｃ町は、当時、国

民年金の過年度保険料をＢ町役場の窓口で収納する取扱いはしていなかった

旨を回答している。 

さらに、Ｃ町が管理する申立人に係る国民年金被保険者名簿（ＣＳＶデー

タ）には、申立期間に係る国民年金保険料の納付は記録されておらず、オン

ライン記録と一致している。 

加えて、国民年金手帳記号番号払出簿検索システム及びオンライン記録に

よる氏名検索を行っても、申立人に別の手帳記号番号が払い出された形跡は

見当たらない。 

  



このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、申立期間の国民年金保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

  



中国（山口）国民年金 事案 1491 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 44 年３月から 47 年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 44年３月から 47年６月まで 

私は、自営業の店舗兼自宅に集金に来ていた町内会の役員に、結婚後の

昭和 49 年から国民年金保険料を納付し始めたところ、同役員から未納期間

の国民年金保険料を遡って納付するように案内されたので、３か月分又は

４か月分の保険料を合わせた納付額として 1,200 円を、数回にわたり納付

した記憶があり、申立期間が未納になっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出管理簿にお

ける申立人の前後の任意加入被保険者の資格取得日等から、昭和 49 年９月頃

にＡ市において払い出されたものと推認でき、この頃に行われた加入手続に

おいて、申立人は 20 歳到達時の 44 年＊月に遡って国民年金被保険者資格を

取得したものとみられるところ、当該加入手続時点において、申立期間の国

民年金保険料については、既に保険料の納付に係る２年の時効が経過してい

る。 

また、前述の加入手続時点においては、第２回特例納付が実施中であり、

申立期間の国民年金保険料は特例納付により納付することが可能であったと

ころ、申立人は、「自営の店舗兼自宅に集金に来ていた町内会の役員から、未

納期間の国民年金保険料を遡って納付するように案内されたので、３か月分

又は４か月分の保険料を合わせた納付額として 1,200 円を、数回にわたり納

付した。」と供述しているが、供述の内容は、申立期間の保険料を特例納付し
か い り

た場合の保険料の総額と大きく 乖離 している上、納付した保険料の対象期

間、納付の回数等は覚えていないとしているなど、保険料納付に係る記憶は

明確ではなく、申立期間の保険料を特例納付したとする事情はうかがえない。 

  



さらに、Ａ市の申立人に係る国民年金被保険者名簿（ＣＳＶデータ）及び

国民年金被保険者台帳に、申立期間の国民年金保険料が納付された記録は確

認できず、これらはいずれもオンライン記録と一致している上、国民年金手

帳記号番号払出簿検索システム及びオンライン記録による氏名検索を行って

も、申立人に別の手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、申立期間の国民年金保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

  



中国（山口）厚生年金 事案 3006（山口厚生年金事案 361の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 32年頃から 36年末頃まで 

  私は、Ａ社に雇用され、Ｂ等の現場でＣ業務等の仕事をしていたが、厚生

年金保険の記録が無かったので、記録を訂正してほしいと申し立てたが、そ

の主張は認められなかった。今回、私を雇用していたのは、同社ではなく、

Ｄ社であったと思うので、再申立てする。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、Ａ社の元役員及び元従業員の供述から、

申立人は、申立期間当時、Ｂ等の現場にＦの一人として従事していたことは推

認できるが、ⅰ）当該元役員は、「申立人は、当社がＤ社から請け負った工事

を、さらに個人のＦに下請けに出した時の一人と思われ、当社と雇用関係にあ

ったわけでは無く、厚生年金保険に加入させるようなことは無かった。」と供

述していること、ⅱ）申立人は、上司や同僚の氏名を覚えていない上、申立人

に直接指示した工事現場の責任者は既に亡くなっており、申立期間当時、Ａ社

において厚生年金保険被保険者であった複数の従業員も申立人のことを覚え

ておらず、申立人の申立期間における勤務実態を確認することができないこと、

ⅲ）申立期間内の昭和 35年 10月には、申立人自身が国民年金の加入手続を行

っていること、ⅳ）同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を確認した

ところ、申立人の氏名は見当たらず、健康保険の番号に欠番も無いことなどか

ら、既に年金記録確認山口地方第三者委員会（当時。以下「山口委員会」とい

う。）の決定に基づき、平成 21 年５月 29 日付けで年金記録の訂正は必要でな

いとする通知が行われている。 

今回の再申立てに当たり、申立人は、雇用先をＡ社からＤ社に変更して申し

立てているところ、同社は、「申立人が従事したとするＢ等の３物件の施工記



録はあるが、保管している申立期間当時の従業員配置表に、申立人の在籍を示

す記録は無い。」と回答している上、申立期間当時、同社において厚生年金保

険被保険者であった複数の従業員は、「申立人のことを覚えていない。」、「Ｃ業

務は、協力会社あるいはＣ専門業者に発注していたので、同業務に従事した者

と当社との間には雇用関係は無かった。」と回答していることから、申立期間

における申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認すること

ができない。 

また、Ｄ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を確認したところ、申

立期間において、申立人の氏名は見当たらず、健康保険の番号に欠番も無い。 

このほか、山口委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらない

ことから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間の厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



中国（岡山）厚生年金 事案 3007 

 

第１ 委員会の結論  

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 19年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： ① 昭和 35年７月９日から 38年２月１日まで 

           ② 昭和 38年２月 25日から 40年 10月 23日まで 

年金記録を確認したところ、Ａ社における申立期間①の厚生年金保険被

保険者期間及びＢ社における申立期間②の同被保険者期間について、脱退手

当金を受給した記録となっていた。 

しかし、私は、脱退手当金を受給した記憶が無いので、記録を訂正して

ほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＢ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には、脱退手当金の

支給を示す「脱」の押印が確認できる上、申立期間①及び②に係る脱退手当金

は、支給額に計算上の誤りは無く、同社における申立人の厚生年金保険被保険

者資格の喪失日から約６か月半後の昭和41年５月12日に支給決定されている

など、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人から聴取しても、脱退手当金を受給した記憶が無いというほか

に、これを受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間①及び②に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできな

い。 



中国（広島）厚生年金 事案 3010（広島厚生年金事案 2454の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 34年 10月から 35年３月まで 

私は、昭和 36 年４月頃に作成した履歴書の控えによって、申立期間にお

いてＡ社に勤務していたことが確認できるので、当該期間を厚生年金保険の

被保険者期間として認めてほしいとして申し立てたが、第三者委員会から、

記録の訂正は必要でないとする通知があった。 

私は、以前、生年月日を訂正した経緯があるほか、名前の読み方を間違え

られていたことがあるので、再度調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについて、Ａ社に勤務していた複数の同僚の証言等か

ら、申立人は、時期は特定できないものの、申立期間当時、同社に勤務してい

たことが推認できるが、ⅰ）同社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、

申立期間を含む昭和 34年６月１日から 36 年３月 31日までの期間において健

康保険の整理番号に欠番は無く、申立人の名前も見当たらないこと、ⅱ）上記

の被保険者名簿により、同社における申立期間当時の厚生年金保険被保険者数

は 14人から 15人であったと推認できるが、複数の同僚が、これを大きく上回

る従業員数を回答しているほか、申立人と同様に他の鉄工所に旋盤工として勤

務した後、同社でも旋盤工として勤務したとする同僚の一人は、「Ａ社には２、

３か月勤務した。」としているが、当該同僚の同社における厚生年金保険の加

入記録は、１か月未満であることが確認できることなどから、同社は、申立期

間当時、従業員の全てを厚生年金保険に加入させていたのではなかったことが

うかがえること、ⅲ）同社は既に解散しており、申立期間当時の代表者等役員

は、既に死亡又は連絡先不明であるため、詳細は確認できない上、同社の解散

時の事業主は、「申立人の勤務状況及び保険料控除については不明である。」と



回答していること、ⅳ）申立人は、「申立期間当時、支給された給与袋を開封

しないまま親に渡していたため、事業主が、給与から厚生年金保険料を控除し

ていたか否かは全く分からない。」としていることなどから、既に年金記録確

認広島地方第三者委員会（当時。以下「広島委員会」という。）の決定に基づ

き、平成 24年２月 24日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行わ

れている。 

今回の再申立てに当たり、申立人は、「以前、生年月日を訂正した経緯があ

り、名前の読み方を間違えられていたことがある。」と主張しているが、当初

の申立てに係る調査において、訂正前後の生年月日及び異なる名前の読み方に

ついても調査を行っており、今回改めて確認したが、該当する記録は見当たら

ない。 

このほか、広島委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらない

ことから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



中国（広島）厚生年金 事案 3011 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

    

    

    

               

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 44年９月１日から 45年２月 17日まで 

  私が昭和 46 年３月から同年９月までＡ社で勤務していた期間の厚生年金

保険の加入記録はあるが、それ以前に同社で勤務していた申立期間の厚生年

金保険の加入記録が無いので、記録を訂正してほしい。 

  

     

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は、「申立期間当時の資料は残っておらず、申立人の申立期間における

勤務実態及び厚生年金保険料の控除等については不明である。」と回答してい

る上、申立期間当時、同社において厚生年金保険被保険者記録が確認できる者

８人に照会したところ、回答のあった５人全員が申立人を覚えていないとして

いることから、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除

等について確認することができない。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票について確認したが、

申立期間において健康保険の整理番号に欠番は無く、申立人の名前も見当たら

ない。  

さらに、申立人のＡ社における雇用保険の加入記録を見ると、申立人が運転

手として同社に勤務していたとする期間に係る厚生年金保険の被保険者期間

に相当する記録が確認できる一方で、申立期間に相当する雇用保険の加入記録

は確認できない。 

このほか、申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、ほかに、

保険料を控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情も見当た

らない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申



立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 




